
厚木市障がい者地域生活支援拠点事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障がい者及び障がい児（以下「障がい者等」という。）が

障がいの重度化、高齢化、介護者不在等の状況になっても、住み慣れた地域で

安心して生活を続けるため、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「法」という。）第 77 条第４

項に規定する地域生活支援拠点の整備に関する事業（以下「事業」という。）

の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 この事業の対象者は、市内在住又は法第 19 条第１項若しくは児童福祉

法第 21 条の５の５第１項の規定により、市から支給又は給付決定を受けてい

る障がい者等とする。 

（事業の内容等） 

第３条 地域生活支援拠点は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

事業を実施するものとする。 

(1) 相談 緊急時の支援が見込めない世帯を事前に把握又は登録の上、連絡

体制の確保及び突発的な介助者不在、障害の特性に起因して生じた緊急事態

等に相談その他必要な支援を行う事業 

(2) 緊急時の受入れ及び対応 短期入所等を活用した緊急時の受入体制の確

保、医療機関等への連絡その他必要な対応を行う事業 

(3) 体験の機会及び場 障害者支援施設、精神科病院等からの地域移行、親元

からの自立を目的とした共同生活援助等の利用又は一人暮らしの体験の機

会若しくは場の提供に関する事業 

 (4) 専門的人材の確保、養成等 医療的ケアが必要な者、強度行動障害を有す

る者等に対する専門的な対応の体制確保及び専門的な人材の養成を行う事

業 

(5) 地域の体制づくり 地域の様々なニーズに対応できるサービス提供体制

の確保、地域における社会資源の連携体制の構築等を行う事業 

 (6) 拠点コーディネーターの配置 厚木市障害者協議会の運営に携わってい

る者で、第１号に掲げる事業の実施、第２号に掲げる体制の確保及び第３号

に掲げる地域移行に向けた支援の調整等を地域及び市と連携して担えるも

のの配置をする事業 

(7) その他の事業 前各号に掲げるもののほか、地域の実情に則した障がい

者等の地域生活を支援するための事業 

２ 市長は、前項各号に掲げる事業について、法第 89 条の３第１項に規定する

障害者協議会において年に１回以上運用状況を検証するとともに、障がい者



等及びその家族等のニーズ並びに地域課題に照らし、必要な機能の整備に関

する検討を行い、内容の充実を図るものとする。  

（事業者の登録） 

第４条 市長は、次に掲げる障害福祉サービス事業者等（以下「事業者」という。）

を厚木市障がい者地域生活支援拠点等登録事業者（以下「登録事業者」という。）

として厚木市障がい者地域生活支援拠点事業者登録名簿（以下「登録名簿」と

いう。）に登録することができる。 

(1) 法第 29 条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者

支援施設 

(2) 法第 51 条の 14 第１項に規定する指定一般相談支援事業者 

(3) 法第 51 条の 17 第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者 

(4) 法第 77 条第１項第９号に規定する地域活動支援センター 

(5) 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 21 条の５の３第１項に規定する

指定障害児通所支援事業者 

(6) 児童福祉法第 24 条の 26 第１項第１号に規定する指定障害児相談支援事

業者 

(7) その他障がい者等に対するサービスの提供を業とする者 

（事前協議） 

第５条 事業を実施しようとする事業者は、次に掲げる事項を事前に市と協議

しなければならない。ただし、障害福祉サービス等に要する費用の算定に際し、

地域生活支援拠点に関する加算を算定しない場合は、第３号から第６号まで

に掲げる事項を省略することができる。 

 (1) 市の地域生活支援拠点の整備状況の確認及び整備促進における課題等 

 (2) 実際に支援を行う場合の連携方法 

 (3) 整備状況の公表に係る周知方法 

 (4) 拠点コーディネーターの業務、役割、配置人数等 

 (5) 拠点関係機関との連携担当者の配置 

 (6) 連携会議の開催方法等 

 (7) 登録の届出その他市が必要とする協議事項 

（登録の届出等） 

第６条 前条に規定する協議を実施した事業者は、厚木市障がい者地域生活支

援拠点事業者登録届出書（第１号様式。以下「届出書」という。）を市長に提

出しなければならない。 

（登録の通知） 

第７条 市長は、前条の規定による届出書の提出があったときは、その内容を精

査の上、登録名簿に記載し、厚木市障がい者地域生活支援拠点事業者登録通知

書（第２号様式）により当該届出を行った事業者に対し通知するものとする。 



（変更の届出） 

第８条 登録事業者は、第６条の規定により提出した書類について変更がある

ときは、厚木市障がい者地域生活支援拠点事業者登録変更届出書（第３号様式。

以下「変更届出書」という。）に当該変更した内容が分かる書類を添えて市長

に届け出なければならない。 

（変更の通知） 

第９条 市長は、前条の規定による変更届出書の提出があったときは、その内容

を精査の上、登録名簿の内容を変更し、厚木市障がい者地域生活支援拠点事業

者変更登録書（第４号様式）により当該届出を行った事業者に対し通知するも

のとする。 

（廃止等の届出） 

第 10 条 登録事業者は、事業を廃止若しくは休止又は再開するときは、厚木市

障がい者地域生活支援拠点登録事業者廃止・休止・再開届出書（第５号様式）

を市長に提出しなければならない。 

（事業者の責務） 

第 11 条 事業者は、障がい者等又はその介護者の意思及び人格を尊重して、常

にその立場に立った支援に努めなければならない。 

２ 事業者は、地域及び家庭との結び付きを重視し、市、他の事業者その他の保

健医療サービス及び福祉サービスを提供する者等との連携に努めなければな

らない。 

３ 事業者は、事業の実施に当たっては、障がい者等及びその家族の権利擁護に

十分留意しなければならない。 

４ この事業に従事する者又は従事した者は、正当な理由なく職務上知り得た

秘密及び個人情報を漏らしてはならない。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和３年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年 11 月 10 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月 19 日から施行する。 

  



第１号様式（第６条関係） 
 

厚木市障がい者地域生活支援拠点事業者登録届出書 

 
年  月  日  

 
（宛先）厚木市長 

 
所 在 地 

 
届出者 法 人 名 

 
代表者名 

 
 

厚木市障がい者地域生活支援拠点事業実施要綱第６条の規定による登録を受けたい

ので、次のとおり届け出ます。 
 
１ 登録する事業所等情報 

名   称 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

所 在 地 

（〒   －    ） 

 

サービスの 
種   類 

 

連 絡 先 

電話番号  ＦＡＸ番号  

メール 

アドレス 
 

 
２ 登録に関する事項 

拠点として 
担う事業 

相談 ・ 緊急 ・ 体験 ・ 専門 ・ 地域 

拠点コーディ
ネーター氏名 

 

拠点事業 
開始年月日 

 事前協議 
実施年月日 

 

 ※ 拠点として担う事業が把握できる「運営規程」を添付ください。 

 
３ 厚木市障がい者地域生活支援拠点機能強化補助金に係る緊急時対応の可否 

緊急時対応 全面的に可  ・  利用者のみ可  ・  不可 

担当者氏名  担当者連絡先  

（事業所番号：            ） 



第２号様式（第７条関係） 

申請者の所在地 

申請者の名称 

代表者名 

 

 

厚木市障がい者地域生活支援拠点 

事業者登録通知書 
 
 

 厚木市障がい者地域生活支援拠点事業実施要綱第７条の規定に基づき、

次のとおり登録しましたので通知します。 

 

  年  月  日 

 

                                厚木市長 

 

１ 事業所の名称（事業所番号） 
 
２ 事業所の所在地 
 
３ 提供しているサービスの種類 
 
４ 拠点として担う事業 
 
５ 拠点登録年月日 



第３号様式（第８条関係） 
 

厚木市障がい者地域生活支援拠点事業者登録変更届出書 

 
年  月  日  

 
（宛先）厚木市長 

 
所 在 地 

 
届出者 法 人 名 

 
代表者名 

 
 

厚木市障がい者地域生活支援拠点事業実施要綱第８条の規定により、次のとおり届

け出ます。 
 
１ 変更する事業所 

名   称 
 

所 在 地  

 
２ 変更する事項 

変更事項 変更前 変更後 変更日 

１ 

登録する 
事業所等 
情報 

  年 月 日 

２ 
拠点として 
担う事業 

  年 月 日 

３ 

拠点コー 
ディネー 
ター氏名 

  年 月 日 

４ 

補助金に係る 
緊急時対応 
の可否 

 . 年 月 日 

※ 運営規程を変更した事業者は、変更後の「運営規程」を添付してください。 
※ 表に記載できない場合は、別紙として必要事項を記載の上、添付してください。 

（事業所番号：            ） 



第４号様式（第９条関係） 

申請者の所在地 

申請者の名称 

代表者名 

 

 

厚木市障がい者地域生活支援拠点 

事業者登録内容変更通知書 
 
 

 厚木市障がい者地域生活支援拠点事業実施要綱第９条の規定に基づき、

次のとおり登録内容の変更をしましたので通知します。 

 

  年  月  日 

 

                                厚木市長 

 

１ 事業所の名称（事業所番号） 
 
２ 事業所の所在地 
 
３ 変更した事項 
 
４ 変更年月日 
 



第５号様式（第10条関係） 
 

厚木市障がい者地域生活支援拠点事業者登録 

（ 廃止 ・ 休止 ・ 再開 ）届出書 

 
年 月 日  

 
（宛先）厚木市長 

 
所 在 地 

 
届出者 法 人 名 

 
代表者名 

 
 

厚木市障がい者地域生活支援拠点事業実施要綱第10条の規定により、次のとおり届

け出ます。 
 
１ 届出対象の事業所等情報 

名   称 

ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

所 在 地 

（〒   －    ） 

 

サービスの 
種   類 

 

 
２ 届出行為 

行為の種類 廃止 ・ 休止 ・ 再開 

行為の事由  

上 記 行 為 の 

予 定 年 月 日 
年  月  日 

※ 事業の休止を届け出る事業者は、事業の再開時に再度届け出てください。 

 

（事業所番号：            ） 


